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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期

会計期間

自　平成17年
10月１日

至　平成18年
３月31日

自　平成18年
10月１日

至　平成19年
３月31日

自　平成19年
10月１日

至　平成20年
３月31日

自　平成17年
10月１日

至　平成18年
９月30日

自　平成18年
10月１日

至　平成19年
９月30日

売上高 (百万円) 269,518 281,253 287,783 559,258 582,862

経常利益 (百万円) 2,900 2,569 2,657 5,876 5,092

中間（当期）純利益 (百万円) 2,684 1,437 1,591 4,258 2,471

純資産額 (百万円) 52,947 53,855 52,628 53,191 53,656

総資産額 (百万円) 150,076 166,588 159,578 181,320 190,448

１株当たり純資産額 （円） 4,063.04 4,132.16 4,101.59 4,076.00 4,118.62

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 206.00 110.32 122.28 326.81 189.67

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益
（円） － 110.29 122.21 － 189.61

自己資本比率 （％） 35.3 32.3 33.0 29.3 28.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △4,882 △6,970 △10,038 9,439 9,633

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 3,241 △911 △1,561 2,223 △5,083

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △14 △311 △989 △523 △767

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
(百万円) 11,143 15,744 15,130 23,938 27,720

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

1,229

(450)

1,172

(443)

1,147

(406)

1,220

(445)

1,186

(380)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第88期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

 ３　第88期（含む中間）の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載

しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期

会計期間

自　平成17年
10月１日

至　平成18年
３月31日

自　平成18年
10月１日

至　平成19年
３月31日

自　平成19年
10月１日

至　平成20年
３月31日

自　平成17年
10月１日

至　平成18年
９月30日

自　平成18年
10月１日

至　平成19年
９月30日

売上高 (百万円) 261,680 273,464 281,180 543,526 567,877

経常利益 (百万円) 2,791 2,909 2,925 5,792 5,685

中間（当期）純利益 (百万円) 2,601 1,667 1,813 4,157 3,295

資本金 (百万円) 4,923 4,923 4,923 4,923 4,923

発行済株式総数 (千株) 13,032 13,032 13,032 13,032 13,032

純資産額 (百万円) 52,479 53,631 53,379 52,655 53,838

総資産額 (百万円) 145,027 161,737 156,867 175,895 186,267

１株当たり純資産額 （円） 4,027.09 4,114.95 4,159.45 4,040.63 4,131.82

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 199.60 127.96 139.28 319.03 252.91

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益
（円） － 127.93 139.19 － 252.83

１株当たり配当額 （円） 25 28 30 55 58

自己資本比率 （％） 36.2 33.2 34.0 29.9 28.9

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

895

(49)

872

(81)

871

(82)

891

(61)

905

(79)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第88期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

 ３　第88期（含む中間）の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載

しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループは、当社、当社の親会社（伊藤忠商事㈱）および当社の子会社11社、関連会社５社で構成され、食料品卸

売業として酒類・食品の卸売およびそれに伴う商品の保管、運送ならびに各種商品の情報提供、商品流通に関する

マーチャンダイジング等を主な事業の内容としております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは、次のとおりであります。

　

食料品卸売事業

　メーカーおよび親会社より商品（酒類・食品）を仕入れ、卸売を行っております。

その他の部門

　その他の部門には食料品製造事業部門と食料品小売部門、マーケティングサービス部門および外食業態開発部門が

ありますが、重要なものではありません。

　　事業の系統図は、次のとおりであります。 
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３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間における関係会社の異動の状況は次のとおりであります。

(1）合併

　　当中間連結会計期間において、持分法適用非連結子会社である㈱グレースコーポレーションは、持分法適用非連結

子会社であった㈱トレーサーコーポレーションを吸収合併いたしました。

　

(2）株式の売却

　　当中間連結会計期間において、持分法適用関連会社であった北陸中央食品㈱の株式を一部売却したため、持分法の

適用範囲から除外いたしました。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成20年３月31日現在

事業の部門等の名称 従業員数（人）

食料品卸売事業
1,147

   (406) 

合計
1,147

(406) 

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人）
871

(82) 

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　

　

前中間連結会計期間

（平成19年３月中間期）

当中間連結会計期間

（平成20年３月中間期） 増減率（％）

 金額（百万円）  金額（百万円） 

 売上高 281,253 287,783 2.3

 営業利益 2,641 2,598 △1.6

 経常利益 2,569 2,657 3.4

 中間純利益 1,437 1,591 10.7

　

　　　当中間連結会計期間のわが国経済は、サブプライムローン問題による米国経済の減速、原油・原材料価格の高騰、円高、

株安といった金融不安から企業業績の先行きに不透明感が強まっております。食品流通業界においては、コスト

プッシュに起因する価格上昇や「食」の安全性を揺るがす問題等を背景に消費者心理が萎縮し、個人消費が伸び悩

むという厳しい経営環境で推移しました。

このような状況下、当社グループは中核事業であるスーパー、コンビニエンスストアなど組織小売業との取引拡大

に注力するとともに、変化する消費者のライフスタイルに対応したサービス提供や新規ビジネスへの取組みによ

り、企業力の強化に努めております。

　　　当中間連結会計期間の連結業績は、スーパー、コンビニエンスストアとの取引拡大により、売上高は前年同期比較2.3％

（65億30百万円）増加の2,877億83百万円となりました。営業利益は前年同期比較1.6％（42百万円）減少の25億98

百万円となりました。これは、売上高増加にともなう売上総利益の増加がありましたが、センターフィー、運送費等

の物流関連費用が増えたことなどによるものです。経常利益は前年同期比較3.4％（88百万円）増加の26億57百万円

となりました。これは営業外損益で１億30百万円改善したことによるものです。また、法人税等差引き後の中間純利

益は前年同期比較10.7％（１億54百万円）増加の15億91百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　
前中間連結会計期間

（平成19年３月中間期）

当中間連結会計期間

（平成20年３月中間期）
増減

　  金額（百万円）  金額（百万円）  金額（百万円）

 営業活動によるキャッシュ・フロー △6,970 △10,038 △3,067

 投資活動によるキャッシュ・フロー △911 △1,561 △649

 財務活動によるキャッシュ・フロー △311 △989 △678

 現金及び現金同等物の増減額 △8,193 △12,589 △4,395

 現金及び現金同等物の期首残高 23,938 27,720 3,782

 現金及び現金同等物の中間期末残高 15,744 15,130 △613

　

　当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は151億30百万円とな

り、前中間連結会計期間末に比べ６億13百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりで

あります。

　　　(営業活動によるキャッシュ・フロー）

 　　 営業活動の結果使用した資金は100億38百万円（前中間連結会計期間より30億67百万円支出増加）となりました。

これは、税金等調整前中間純利益が29億４百万円、売上債権減少額137億59百万円の収入に対し、仕入債務減少額284

億11百万円の支出があったことが主な要因であります。

　

　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動の結果使用した資金は15億61百万円（前中間連結会計期間より６億49百万円支出増加）となりました。

　　　これは、システム関連および物流センターの有形固定資産取得８億77百万円の支出があったことが主な要因でありま

す。

　

　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　財務活動の結果使用した資金は９億89百万円（前中間連結会計期間より６億78百万円支出増加）となりました。

　　　これは、配当金の支払い３億90百万円と自己株式取得５億99百万円が主な要因であります。
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２【生産、受注および販売等の状況】

(1）販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を商品分類別に示すと次のとおりであります。

商品分類 金額（百万円） 前年同期比（％）

ビール 48,735 3.9

和洋酒 52,475 4.8

調味料・缶詰 53,462 △0.1

嗜好・飲料 58,250 5.3

麺・乾物 24,205 3.0

冷凍・チルド 15,021 2.8

ギフト 25,946 △5.6

その他 9,685 △1.4

合計 287,783 2.3

　（注）１　発泡酒の販売実績は「ビール」に、ビール風アルコール飲料（第３のビール）の販売実績は「和洋酒」に含ん

でおります。

２　主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱セブン－イレブン・ジャ

パン
31,942 11.4 35,346 12.3

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2）仕入実績

　当中間連結会計期間における仕入実績を商品分類別に示すと次のとおりであります。

商品分類 金額（百万円） 前年同期比（％）

ビール 46,235 3.7

和洋酒 48,974 5.4

調味料・缶詰 49,361 0.3

嗜好・飲料 53,246 5.5

麺・乾物 22,102 1.6

冷凍・チルド 13,664 3.2

ギフト 24,115 △4.9

その他 1,292 △4.1

合計 258,993 2.6

　（注）１　発泡酒の仕入実績は「ビール」に、ビール風アルコール飲料（第３のビール）の仕入実績は「和洋酒」に含ん

でおります。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、市場規模の縮小や競争激化により、安定成長および企業価値の向上が容易ではない経営環境である

との認識のもと、当社グループが将来にわたり継続的、安定的成長をするためには、下記の重点施策を着実に実践す

ることが肝要であると考えております。特に周辺事業領域の拡大では、従来以上に豊かな発想力と実行力のある人

材が不可欠であると認識しております。このための人材育成・人的資源の開発に注力するとともに、柔軟に対応で

きる経営環境の整備に取組んでまいります。

　

　　　重点施策

  ①コア・コンピタンスの強化・拡大

  １）中核事業の強化

  ２）中核事業関連・周辺事業領域の拡大

  ３）グループ力（連結子会社・関連会社）の強化

②アセットマネジメントの推進と株主利益重視の経営戦略・財務戦略

  １）コア事業・成長分野への積極投資

  ２）非効率・非コア事業資産の売却

  ３）株主配分の拡大

③内部統制システムの確立と徹底

　    ＣＳＲ・コンプライアンス意識の徹底および内部統制制度の確立

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

５【研究開発活動】

　特に記載すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備計画の変更

　　　①　提出会社

          前連結会計年度末に計画していた「近畿地区物流センター（仮称）」については、着工年月日、投資金額等を

見直し、次のとおり変更しております。なお、「近畿地区物流センター（仮称）」は「天保山物流センター」に

名称を決定いたしました。

事業所名
（所在地）

事業部門
別の名称

設備の内容

投資予定金額
（百万円） 資金調達

方法
着工年月

完成予定
年月

面積
(延床面積 ㎡)

総額 既支払額

　

天保山物流セ

ンター（大阪

市港区）

食料品卸

売事業 

管理販売

設備（物

流セン

ター新

設） 

1,038 －　 自己資金 
平成20年

３月 

平成20年

10月 
14,333.94

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

 　　 ②　国内子会社

　　　　　該当事項はありません。

(2）重要な設備の新設等

　　　　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月13日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 13,032,690 13,032,690
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式でありま

す。

計 13,032,690 13,032,690 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  平成１９年１２月２０日定時株主総会に基づくもの（伊藤忠食品株式会社第２回新株予約権）　

 
中間会計期間末現在

（平成２０年３月３１日）
提出日の前月末現在

（平成２０年５月３１日）

新株予約権の数（個） ７９ ７３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） ７,９００株 ７,３００株

新株予約権の行使時の払込金額（円） １ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成２０年１２月２２日

至　平成２１年１２月３１日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　１

資本組入額　　－
同左

新株予約権の行使の条件

（１）平成２０年１１月３０

日までに当社の取締役および

執行役員のいずれの地位をも

喪失した時（死亡した場合を

含む）は割当個数に割当日を

含む月から役員等退任日を含

む月までの在任月数を乗じた

数を１２で除した数の新株予

約権（１個未満切り上げ）を

継続保有し、残りを役員等退

任日に放棄する。

（２）その他の条件について

は、株主総会決議および取締

役会決議にもとづき、当社と

新株予約権の割当を受ける者

との間で締結した新株予約権

割当契約書の定めるところに

よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡、質権の設定、譲渡担保権

の設定、生前贈与、遺贈その他

一切の処分行為をすることが

できないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－ － 

 　（注）１ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１００株であります。

　　　　 ２ 当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次

　　　　　  の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

　　　　　　　　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

　　　　　  また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

　　　　　  範囲で付与株式数を調整できるものとする。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。  
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

 平成19年10月１日～

平成20年３月31日 
－ 13,032 － 4,923 － 7,161

（５）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

伊藤忠商事株式会社 大阪市中央区久太郎町４－１－３ 6,219 47.72

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社

（住友信託銀行再信託分・ア

サヒビール株式会社退職給付

信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 690 5.29

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋３－７－１ 421 3.23

株式会社日本アクセス 東京都世田谷区池尻３－１－３ 400 3.07

味の素株式会社 東京都中央区京橋１－15－１ 339 2.60

松下　善四郎 兵庫県西宮市 302 2.32

みずほ信託退職給付信託みず

ほ銀行口

再信託受託者資産管理サービ

ス信託

東京都中央区晴海１－８－12 236 1.82

伊藤忠食品株式会社 大阪市中央区城見２－２－22 201 1.54

伊藤忠食品従業員持株会 大阪市中央区城見２－２－22 155 1.19

 日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社

 （信託口）

 東京都中央区晴海１－８－11 153 1.18

計 － 9,118 69.96

　（注）１　日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（住友信託銀行再信託分・アサヒビール株式会社退職給付信託口）の

所有株式は、アサヒビール㈱が所有していた当社株式を住友信託銀行㈱に信託したものが、日本トラスティ

・サービス信託銀行㈱に再信託されたもので、議決権はアサヒビール㈱に留保されております。

２　みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託の所有株式は、㈱みずほ銀行が所

有していた当社株式をみずほ信託銀行㈱に信託したものが、資産管理サービス信託銀行㈱に再信託されたも

ので、議決権は㈱みずほ銀行に留保されております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

　(自己保有株式)

普通株式 　　201,100
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式でありま

す。

　

　(相互保有株式)

普通株式　 　　6,500
－

完全議決権株式（その他） 普通株式　12,821,800 128,218 同上

単元未満株式 普通株式       3,290 － 同上

発行済株式総数 13,032,690 － －

総株主の議決権 － 128,218 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式95株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名または
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

伊藤忠食品株式会社

大阪市中央区城見

２－２－22
201,100 － 201,100 1.54

 (相互保有株式)

スハラ食品株式会社 

北海道小樽市堺町

１－８
6,500 － 6,500 0.05

計 － 207,600 － 207,600 1.59

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 3,550 3,250 3,330 3,270 3,230 3,150

最低（円） 3,200 2,650 3,020 2,655 2,910 2,750

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 (１)　退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役副社長執行役員
社長補佐

（兼）情報システム管掌
西村　　? 平成20年４月１日(逝去)

 (２)　役職の異動　

新役名および新職名　 旧役名および新職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長執行役員

社長補佐

（兼）情報システム管掌

代表取締役副社長執行役員

社長補佐

（兼）情報システム担当

西村　　?  平成20年４月１日

取締役専務執行役員

経営企画本部本部長

（兼）経営企画部部長

（兼）社長室室長

（兼）ロジスティックス担当

取締役専務執行役員

経営企画本部本部長

（兼）社長室室長

（兼）ロジスティックス担当

 

岩城　　彰  平成20年２月13日

取締役専務執行役員

経営企画本部本部長

（兼）社長室室長

（兼）ロジスティックス管掌

 

取締役専務執行役員

経営企画本部本部長

（兼）経営企画部部長

（兼）社長室室長

（兼）ロジスティックス担当

岩城　　彰  平成20年４月１日

代表取締役専務執行役員

経営企画本部本部長

（兼）社長室室長

（兼）ロジスティックス管掌

取締役専務執行役員

経営企画本部本部長

（兼）社長室室長

（兼）ロジスティックス管掌

岩城　　彰  平成20年４月７日

当社監査役　非常勤

伊藤忠商事株式会社営業管

理統括部生活資材・化学品

・食料管理室長

当社監査役　非常勤

伊藤忠商事株式会社営業管

理統括部食料管理室長

 西山　　実  平成20年５月１日
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第５【経理の状況】

１　中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）にもとづいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

もとづき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則にもとづいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）にもとづいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則にもとづ

き、当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則にもとづい

て作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定にもとづき、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日

まで）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間財務諸表

について、ならびに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日

から平成20年３月31日まで）の中間連結財務諸表および当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日

まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

　 　
前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１　現金及び預金 　  15,754   11,140   27,730  

２　受取手形及び売掛金 ※４  68,831   62,859   76,618  

３　有価証券 　  0   4,000   0  

４　たな卸資産 　  12,185   12,151   11,038  

５　未収入金 　  16,064   15,603   19,247  

６　その他 　  1,572   2,428   1,879  

７　貸倒引当金 　  △276   △412   △316  

流動資産合計 　  114,131 68.5  107,770 67.5  136,199 71.5

Ⅱ　固定資産 　          

１　有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 　 7,463   7,374   7,638   

(2）土地 　 11,534   12,390   12,410   

(3）その他 　 2,723 21,722 13.0 3,136 22,901 14.4 3,051 23,100 12.1

２　無形固定資産 　          

(1）のれん 　 18   14   17   

(2）その他 　 610 629 0.4 686 700 0.4 693 710 0.4

３　投資その他の資産 　          

(1）投資有価証券 ※２ 20,716   18,285   20,721   

(2）差入保証金 　 8,145   8,261   8,240   

(3）その他 　 1,546   1,895   1,733   

(4）貸倒引当金 　 △304 30,104 18.1 △236 28,205 17.7 △257 30,438 16.0

固定資産合計 　  52,456 31.5  51,808 32.5  54,249 28.5

資産合計 　  166,588 100.0  159,578 100.0  190,448 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１　支払手形及び買掛金 ※４  98,857   95,021   123,432  

２　短期借入金 　  290   －   －  

３　未払法人税等 　  1,047   1,324   770  

４　賞与引当金 　  892   872   1,111  

５　役員賞与引当金 　  28   29   51  

６　その他 　  7,697   7,317   8,103  

流動負債合計 　  108,813 65.3  104,564 65.5  133,470 70.1

Ⅱ　固定負債 　          

１　退職給付引当金 　  411   430   421  

２　役員退職慰労引当金 　  56   16   32  

３　その他 　  3,451   1,939   2,867  

固定負債合計 　  3,919 2.4  2,385 1.5  3,321 1.7

負債合計 　  112,733 67.7  106,950 67.0  136,792 71.8

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１　資本金 　  4,923 3.0  4,923 3.1  4,923 2.6

２　資本剰余金 　  7,162 4.3  7,163 4.5  7,162 3.8

３　利益剰余金 　  37,318 22.3  39,085 24.5  38,183 20.0

４　自己株式 　  △5 △0.0  △610 △0.4  △33 △0.0

株主資本合計 　  49,399 29.6  50,561 31.7  50,236 26.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１ その他有価証券評価
　 差額金

　  4,448 2.7  2,060 1.3  3,402 1.8

２ 繰延ヘッジ損益 　  － －  △1 △0.0  － －

評価・換算差額等合
計

　  4,448 2.7  2,058 1.3  3,402 1.8

Ⅲ　新株予約権 　  7 0.0  8 0.0  18 0.0

純資産合計 　  53,855 32.3  52,628 33.0  53,656 28.2

負債純資産合計 　  166,588 100.0  159,578 100.0  190,448 100.0
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②【中間連結損益計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  281,253 100.0  287,783 100.0  582,862 100.0

Ⅱ　売上原価 　  252,105 89.6  257,881 89.6  523,614 89.8

売上総利益 　  29,147 10.4  29,902 10.4  59,248 10.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  26,506 9.5  27,303 9.5  54,177 9.3

営業利益 　  2,641 0.9  2,598 0.9  5,070 0.9

Ⅳ　営業外収益 　          

１　受取利息 　 54   88   130   

２　受取配当金 　 100   113   253   

３　受取手数料 　 47   43   91   

４　不動産賃貸収入 　 134   205   280   

５　その他 　 93 430 0.2 64 515 0.2 153 909 0.2

Ⅴ　営業外費用 　          

１　支払利息 　 3   1   6   

２　不動産賃貸費用 　 76   202   159   

３　持分法による投資損
失

　 412   247   702   

４　その他 　 10 501 0.2 5 456 0.2 17 886 0.2

経常利益 　  2,569 0.9  2,657 0.9  5,092 0.9

Ⅵ　特別利益 　          

１　固定資産売却益 ※２ －   52   1   

２　貸倒引当金戻入益 　 83   30   43   

３　投資有価証券売却益 　 264 348 0.1 172 255 0.1 272 318 0.1

Ⅶ　特別損失 　          

１　固定資産除却損 ※３ 59   5   104   

２　投資有価証券売却損 　 －   －   138   

３　投資有価証券評価損 　 －   －   24   

４　会員権等評価損 　 －   1   －   

５　賃借契約解約損 　 －   1   －   

６　その他特別損失 　 － 59 0.0 － 8 0.0 27 295 0.1

税金等調整前中間
（当期）純利益

　  2,857 1.0  2,904 1.0  5,115 0.9

法人税、住民税及び
事業税

　 1,014   1,298   2,162   

法人税等調整額 　 405 1,419 0.5 13 1,312 0.4 481 2,643 0.5

少数株主利益又は
少数株主損失(△)

　  0 0.0  － －  0 0.0

中間(当期)純利益 　  1,437 0.5  1,591 0.6  2,471 0.4

　 　          

EDINET提出書類

伊藤忠食品株式会社(E02931)

半期報告書

19/60



③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日　残高
（百万円）

4,923 7,162 36,271 △4 48,352

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △390 － △390

中間純利益 － － 1,437 － 1,437

自己株式の取得 － － － △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － 1,046 △0 1,046

平成19年３月31日　残高
（百万円）

4,923 7,162 37,318 △5 49,399

　

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成18年９月30日　残高
（百万円）

4,763 － 75 53,191

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当 － － － △390

中間純利益 － － － 1,437

自己株式の取得 － － － △0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△314 7 △75 △382

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△314 7 △75 663

平成19年３月31日　残高
（百万円）

4,448 7 － 53,855

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年９月30日　残高
（百万円）

4,923 7,162 38,183 △33 50,236

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △390 － △390

中間純利益 － － 1,591 － 1,591

自己株式の取得 － － － △599 △599

自己株式の処分 － 0 － 21 22

持分法の適用範囲の変動 － － △298 － △298

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ 0 902 △577 325

平成20年３月31日　残高
（百万円）

4,923 7,163 39,085 △610 50,561

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
　　

 評価・換算差　
　額等合計

平成19年９月30日　残高
（百万円）

3,402 － 3,402 18 53,656
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
　　

 評価・換算差　
　額等合計

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － － － △390

中間純利益 － － － － 1,591

自己株式の取得 － － － － △599

自己株式の処分 － － － － 22

持分法の適用範囲の変動 － － － － △298

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△1,341 △1 △1,343 △10 △1,353

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△1,341 △1 △1,343 △10 △1,028

平成20年３月31日　残高
（百万円）

2,060 △1 2,058 8 52,628

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日残高（百万円） 4,923 7,162 36,271 △4 48,352

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 － － △755 － △755

当期純利益 － － 2,471 － 2,471

自己株式の取得 － － － △28 △28

連結範囲変更に伴う剰余金の振
替額

－ － 196 － 196

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 1,912 △28 1,883

平成19年９月30日残高（百万円） 4,923 7,162 38,183 △33 50,236

　

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年９月30日残高（百万円） 4,763 － 75 53,191

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当 － － － △755

当期純利益 － － － 2,471

自己株式の取得 － － － △28

連結範囲変更に伴う剰余金の振
替額

－ － － 196

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,361 18 △75 △1,418

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,361 18 △75 464

平成19年９月30日残高（百万円） 3,402 18 － 53,656
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

　    

税金等調整前
中間（当期）純利益

　 2,857 2,904 5,115

減価償却費 　 537 623 1,127

持分法による投資損益（投資
利益は△）

　 412 247 702

投資有価証券売却損益（売却
益は△）

　 △264 △172 △272

固定資産除却損および売却損
益（売却益は△）

　 59 △46 102

投資有価証券評価損 　 － － 24

貸倒引当金の増減額（減少は
△）

　 △97 75 △96

賞与引当金の増減額（減少は
△）

　 △239 △239 △10

退職給付引当金の増減額（減
少は△）

　 △220 △33 △445

役員退職慰労引当金の増減額
(減少は△)

　 0 △15 △23

受取利息及び受取配当金 　 △155 △201 △384

支払利息 　 3 1 6

売上債権の増減額（増加は
△）

　 4,620 13,759 △3,399

たな卸資産の増減額（増加は
△）

　 △364 △1,112 409

未収入金の増減額（増加は
△）

　 2,545 3,692 △631

差入保証金の増減額（増加は
△）

　 △13 △19 △52

仕入債務の増減額（減少は
△）

　 △14,961 △28,411 9,682

その他 　 △164 △421 442

小計 　 △5,445 △9,370 12,298

利息及び配当金の受取額 　 159 215 403

利息の支払額 　 △2 △0 △5

法人税等の支払額 　 △1,682 △882 △3,063

営業活動による
キャッシュ・フロー

　 △6,970 △10,038 9,633
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前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

　    

有形固定資産の取得
による支出

　 △217 △877 △2,210

有形固定資産の売却
による収入

　 2 129 14

無形固定資産の取得
による支出

　 △129 △73 △449

投資有価証券の取得
による支出

　 △719 △176 △2,351

投資有価証券の売却
による収入

　 495 194 603

 連結範囲の変更に
 伴う子会社株式の
 売却による収入

　 － － 220

その他 　 △344 △757 △911

投資活動による
キャッシュ・フロー

　 △911 △1,561 △5,083

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

　    

短期借入金純増減額
（減少は△）

　 80 － 10

配当金の支払額 　 △390 △390 △755

自己株式の取得による支出 　 △0 △599 △21

その他 　 － 0 －

財務活動による
キャッシュ・フロー

　 △311 △989 △767

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額
（減少は△）

　 △8,193 △12,589 3,782

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 23,938 27,720 23,938

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

　 15,744 15,130 27,720
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）当中間連結会計期間における

連結子会社は７社であり、非連

結子会社は８社であります。非

連結子会社８社の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも少

額であり、かつ、全体としても

中間連結財務諸表に重要な影

響をおよぼしておりません。

なお、㈱シンドーは平成19年３

月31日付で清算結了いたしま

した。

(1）当中間連結会計期間における

連結子会社は４社であり、非連

結子会社は７社であります。非

連結子会社７社の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも少

額であり、かつ、全体としても

中間連結財務諸表に重要な影

響をおよぼしておりません。

(1）当連結会計年度における連結

子会社は４社であり、非連結子

会社は８社であります。非連結

子会社８社の総資産、売上高、

当期純利益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも少

額であり、かつ、全体としても

連結財務諸表に重要な影響を

およぼしておりません。

なお、連結子会社において、㈱

シンドーは平成19年３月31日

付で清算結了し、㈱静岡メイカ

ンは㈱エム・ワイフーズを、愛

知伊藤忠食品㈱はメイカン物

産㈱を、それぞれ平成19年４月

１日付で吸収合併いたしまし

た。また、㈱磯美人については

全株式を持分法適用関連会社

の㈱中部メイカンに売却した

ことにより連結の範囲から除

外しておりますが、当連結会計

年度末をみなし売却日として

いるため、連結損益計算書には

同社の損益が含まれておりま

す。

　 (2）主な連結子会社名

　　　九州伊藤忠食品㈱

　　　 ㈱静岡メイカン　

       ㈱エム・ワイフーズ

       新日本流通サービス㈱

 　　　愛知伊藤忠食品㈱

　　　 ㈱磯美人 

(2）連結子会社名

　　　九州伊藤忠食品㈱

　　　 ㈱静岡メイカン　

       新日本流通サービス㈱

 　　　愛知伊藤忠食品㈱

　　

(2）連結子会社名

九州伊藤忠食品㈱

㈱静岡メイカン

新日本流通サービス㈱

愛知伊藤忠食品㈱

　 (3）非連結子会社名

ジャパン・カーゴ㈱

㈱宝来商店

㈱東名配送センター

㈱アイ・エム・シー

㈱グレースコーポレーショ

ン

㈱トレーサーコーポレー

ション

㈱リシオ

ティーエスアイ㈱

(3）非連結子会社名

ジャパン・カーゴ㈱

㈱宝来商店

㈱東名配送センター

㈱アイ・エム・シー

㈱グレースコーポレーショ

ン

㈱リシオ

ティーエスアイ㈱

(3）非連結子会社名

ジャパン・カーゴ㈱

㈱宝来商店

㈱東名配送センター

㈱アイ・エム・シー

㈱グレースコーポレーショ

ン

㈱トレーサーコーポレー

ション

㈱リシオ

ティーエスアイ㈱
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

２　持分法の適用に関する事

項

(1）非連結子会社８社および関連

会社４社に持分法を適用して

おります。

なお、当中間連結会計期間にお

いて、㈱トレーサーコーポレー

ション、㈱リシオ、ティーエス

アイ㈱を設立し、持分法適用非

連結子会社といたしました。

また、持分法適用関連会社で

あったエイチ・アイ・コーポ

レーション㈱の全株式を売却

いたしました。

(1）非連結子会社７社および関連

会社４社に持分法を適用して

おります。

なお、持分法適用非連結子会社

である㈱グレースコーポレー

ションは、平成19年12月１日付

で持分法適用非連結子会社で

あった㈱トレーサーコーポ

レーションを吸収合併いたし

ました。

また、当中間連結会計期間にお

いて持分法適用関連会社で

あった北陸中央食品㈱の株式

の一部を売却したため、持分法

の適用範囲から除外しており

ます。

(1）非連結子会社８社および関連

会社６社に持分法を適用して

おります。

なお、当連結会計年度におい

て、㈱トレーサーコーポレー

ション、㈱リシオ、ティーエス

アイ㈱を設立、㈱スハラ食品の

株式を追加取得、連結子会社で

あった㈱磯美人の全株式を持

分法適用関連会社である㈱中

部メイカンに売却し、それぞれ

持分法適用関連会社といたし

ました。また、エイチ・アイ・

コーポレーション㈱は全株式

を売却したことにより持分法

適用会社から除外いたしまし

た。

　 (2）持分法を適用している非連結

子会社名

ジャパン・カーゴ㈱

㈱宝来商店

㈱東名配送センター

㈱アイ・エム・シー

㈱グレースコーポレーショ

ン

㈱トレーサーコーポレー

ション

㈱リシオ

ティーエスアイ㈱

(2）持分法を適用している非連結

子会社名

ジャパン・カーゴ㈱

㈱宝来商店

㈱東名配送センター

㈱アイ・エム・シー

㈱グレースコーポレーショ

ン

㈱リシオ

ティーエスアイ㈱

(2）持分法を適用している非連結

子会社名

ジャパン・カーゴ㈱

㈱宝来商店

㈱東名配送センター

㈱アイ・エム・シー

㈱グレースコーポレーショ

ン

㈱トレーサーコーポレー

ション

㈱リシオ

ティーエスアイ㈱

　 (3）持分法を適用している関連会

社名

北陸中央食品㈱

㈱中部メイカン

カネトミ商事㈱

プライムデリカ㈱

(3）持分法を適用している関連会

社名

㈱中部メイカン

カネトミ商事㈱

㈱スハラ食品

プライムデリカ㈱

(3）持分法を適用している関連会

社名

北陸中央食品㈱

㈱中部メイカン

カネトミ商事㈱

㈱スハラ食品

プライムデリカ㈱

㈱磯美人

　 　

　

(4）持分法を適用していない関連

会社である㈱磯美人は、中間純

損益（持分に見合う額）およ

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象

から除いても、中間連結財務諸

表におよぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

　

　

３　連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

連結子会社の中間決算日は、中間連

結決算日と一致しております。

同左 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

４　会計処理基準に関する事

項

　 　 　

(1）重要な資産の評価基準

および評価方法

①　有価証券

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

もとづく時価法によってお

ります。（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定しております。）

①　有価証券

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

同左

①　有価証券

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に

もとづく時価法によってお

ります。（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定しております。）

　 ｂ　時価のないもの

移動平均法による原価法に

よっております。

ｂ　時価のないもの

同左

ｂ　時価のないもの

同左

　 ②　たな卸資産

当社および主要な連結子会社

は、総平均法による原価法に

よっております。

②　たな卸資産

同左

②　たな卸資産

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物

31年～50年

その他

４年～10年

①　有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物

31年～38年

その他

４年～12年

 （追加情報）

当中間連結会計期間から、法人

税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌連結会計年

度から５年間で均等償却する

方法によっております。

この変更に伴い、従来の方法に

よった場合と比較して、営業利

益、経常利益および税金等調整

前中間純利益は７百万円減少

しております。

①　有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物

31年～38年

その他

４年～12年

　 ②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用

可能期間（５年）にもとづく

定額法によっております。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左

　 ③　長期前払費用（投資その他の資

産「その他」）

定額法によっております。

③　長期前払費用（投資その他の資

産「その他」）

同左

③　長期前払費用（投資その他の資

産「その他」）

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒による損失

の計上に備えて、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左

　 ②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えて、

支給見込額のうち当中間連結

会計期間負担額を計上してお

ります。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えて、

支給見込額のうち当連結会計

年度負担額を計上しておりま

す。

　

　

③　役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えて、支

給見込額のうち当中間連結会

計期間負担額を計上しており

ます。

③　役員賞与引当金

同左

③　役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えて、支

給見込額のうち当連結会計年

度負担額を計上しております。

　 ④　退職給付引当金

（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額にもとづき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

また、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より発生の翌連結会計年度か

ら処理しております。

なお、当社は当中間連結会計期

間末において年金資産が退職

給付債務（未認識数理計算上

の差異を除く）を上回ったた

め、この差額を前払年金費用と

して投資その他の資産「その

他」に含めて表示しておりま

す。

④　退職給付引当金

（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額にもとづき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

また、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より発生の翌連結会計年度か

ら処理しております。

なお、当社は当中間連結会計期

間末において年金資産が退職

給付債務（未認識数理計算上

の差異を除く）を上回ったた

め、この差額を前払年金費用と

して投資その他の資産「その

他」に含めて表示しており、退

職給付引当金の残高はありま

せん。

④　退職給付引当金

（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額にもとづき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。

また、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より発生の翌連結会計年度か

ら処理しております。

なお、当社は当連結会計年度末

において年金資産が退職給付

債務（未認識数理計算上の差

異を除く）を上回ったため、こ

の差額を前払年金費用として

投資その他の資産「その他」

に含めて表示しており、退職給

付引当金の残高はありません。

　 ⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規にもとづく中間連結

会計期間末要支給額を計上し

ております。

⑤　役員退職慰労引当金

一部の連結子会社において、役

員の退職慰労金の支給に備え

て、内規にもとづく中間連結会

計期間末要支給額を計上して

おります。

⑤　役員退職慰労引当金

一部の連結子会社において、役

員の退職慰労金の支給に備え

て、内規にもとづく連結会計年

度末要支給額を計上しており

ます。

(4）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

５　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算

書上資金の範囲に含めた現金及び

現金同等物は、手許現金および要求

払預金のほか、取得日より３か月以

内に満期日が到来する定期預金で

あります。

手許現金および要求払預金のほか、

取得日より３か月以内に満期日が

到来する定期預金および譲渡性預

金であります。

連結キャッシュ・フロー計算書上

資金の範囲に含めた現金及び現金

同等物は、手許現金および要求払預

金のほか、取得日より３か月以内に

満期日が到来する定期預金であり

ます。

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

当中間連結会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。

従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は53,848百万円であります。

なお、中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間末における

中間連結財務諸表の「純資産の部」に

ついては、改正後の中間連結財務諸表

規則により作成しております。 

　

──────

（減価償却方法の変更）

当連結会計年度から、法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降取得の

固定資産については、改正法人税法に

規定する償却方法により減価償却費を

計上しております。

なお、この変更に伴う営業利益、経常利

益および税金等調整前当期純利益に与

える影響は軽微であります。

表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、当中間連結会計期間

より無形固定資産に区分掲記されていた「連結調整勘定」

は、「のれん」と表示しております。

　

────── 
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度末
（平成19年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

8,028百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

     8,527百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

     8,257百万円

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

投資有価証券 39百万円 投資有価証券   33百万円 投資有価証券 36百万円

　上記に対応する債務 　上記に対応する債務 　上記に対応する債務

支払手形及び買掛金 100百万円 支払手形及び買掛金    100百万円 支払手形及び買掛金 130百万円

　３　偶発債務

下記の会社の仕入債務・未払経費につ

いて保証を行っております。

　３　偶発債務

下記の会社の仕入債務等について保証

を行っております。

　３　偶発債務

下記の会社の仕入債務について保証を

行っております。

北陸中央食品㈱ 77百万円

㈱宝来商店 122

㈱アイ・エム・シー 0

計 200百万円

㈱宝来商店  115百万円

㈱グレースコーポ

レーション

0

計 115百万円

北陸中央食品㈱ 99百万円

㈱宝来商店 70

㈱グレースコーポ

レーション
0

計 170百万円

※４　中間連結会計期間末日が決済日となる

売上債権および仕入債務の会計処理に

ついては、実際決済日をもって決済処

理をしております。当中間連結会計期

間末日が金融機関の休日であったた

め、売上債権および仕入債務には決済

予定が当中間連結会計期間末日で実際

の決済が4月に繰り越されたものが次

のとおり含まれております。

────── ※４　連結会計年度末日が決済日となる売上

債権および仕入債務の会計処理につい

ては、実際決済日をもって決済処理を

しております。当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、売上債

権および仕入債務には決済予定が当連

結会計年度末日で実際の決済が翌連結

会計年度に繰り越されたものが次のと

おり含まれております。

（売上債権）  

受取手形 921百万円

売掛金 6,120

計 7,041百万円

（仕入債務）  

支払手形 61百万円

買掛金 12,666

計 12,728百万円

 （売上債権）  

受取手形 1,371百万円

売掛金 8,624

計 9,995百万円

（仕入債務）  

支払手形 128百万円

買掛金 18,359

計 18,487百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。

運送費・倉敷料  16,080百万円

貸倒引当金繰入額 36

給与・賞与 2,474

賞与引当金繰入額 886

役員賞与引当金繰入

額
28

役員退職慰労引当金

繰入額
3

運送費・倉敷料 16,532百万円

貸倒引当金繰入額 111

給与・賞与 2,356

賞与引当金繰入額 872

役員賞与引当金繰入

額
29

役員退職慰労引当金

繰入額
1

運送費・倉敷料 33,138百万円

貸倒引当金繰入額 42

給与・賞与 5,566

賞与引当金繰入額 1,134

役員賞与引当金繰入

額
51

役員退職慰労引当金

繰入額
5

 　　　　　　

　　　　────── 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

 

 

 

 

 

土地 79百万円

建物及び構築物 △22

売却関連費用 △4

計 52百万円

建物と土地が一体となった固定資産を売

却した際、土地部分については売却益、建

物部分については売却損が発生している

ため、売却損益を通算して固定資産売却

益を計上しております。

有形固定資産

「その他」
1百万円

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 1百万円

有形固定資産

「その他」
54

解体撤去費用  3

計 59百万円

建物及び構築物 3百万円

有形固定資産

「その他」
0

解体撤去費用 1

計 5百万円

建物及び構築物 15百万円

有形固定資産

「その他」
59

無形固定資産

「その他」
0

解体撤去費用 29

計 104百万円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(株)

当中間連結会計期
間増加株式数(株)

当中間連結会計期
間減少株式数(株)

当中間連結会計期
間末株式数(株)

発行済株式     

普通株式 13,032,690 － － 13,032,690

合計 13,032,690 － － 13,032,690

自己株式     

普通株式 1,104 106 － 1,210

合計 1,104 106 － 1,210

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加106株は、単元未満株式の買取りによるものであります。　　　

　

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間連結
会計期間末
残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増
加

当中間連結
会計期間減
少

当中間連結
会計期間末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションと

しての新株予約権
普通株式 － － － － 7

合計 － － － － － 7

（注）上表の新株予約権は、当中間連結会計期間末において権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月21日

定時株主総会
普通株式 390 30 平成18年９月30日 平成18年12月22日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年5月14日

取締役会
普通株式 364 利益剰余金 28 平成19年3月31日 平成19年6月11日

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(株)

当中間連結会計期
間増加株式数(株)

当中間連結会計期
間減少株式数(株)

当中間連結会計期
間末株式数(株)

発行済株式     

普通株式 13,032,690 － － 13,032,690

合計 13,032,690 － － 13,032,690

自己株式     

普通株式 9,285 200,005 5,800 203,490

合計 9,285 200,005 5,800 203,490
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（注）１．普通株式の自己株式の増加200,005株は、単元未満株の買取りによるもの５株と取締役会決議による

　　　　　取得200,000株であります。

　　　２．普通株式の自己株式の減少5,800株は、ストック・オプションの行使に伴う自己株式の処分によるも

　　　　　のであります。

　

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間連結
会計期間末
残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増
加

当中間連結
会計期間減
少

当中間連結
会計期間末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションと

しての新株予約権（注）
普通株式 － － － － 8

合計 － － － － － 8

（注）上表の新株予約権は、当中間連結会計期間末において権利行使期間の初日が到来しておりません。　　　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月20日

定時株主総会
普通株式 390 30 平成19年９月30日 平成19年12月21日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年5月12日

取締役会
普通株式 384 利益剰余金 30 平成20年3月31日 平成20年6月9日

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 13,032,690 － － 13,032,690

合計 13,032,690 － － 13,032,690

自己株式     

普通株式 1,104 8,181 － 9,285

合計 1,104 8,181 － 9,285

（注）自己株式の増加8,181株は、単元未満株式の買取りによるもの106株、取締役会決議による取得5,800株、お

よび新規に持分法を適用した会社の保有する当社株式の当社帰属分2,275株であります。　　　

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションと

しての新株予約権
普通株式 － － － － 18

合計 － － － － － 18

（注）上表の新株予約権は、当連結会計年度末において権利行使期間の初日が到来しておりません。　　　
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３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月21日

定時株主総会
普通株式 390 30 平成18年９月30日 平成18年12月22日

平成19年５月14日

取締役会
普通株式 364 28 平成19年３月31日 平成19年６月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月20日

定時株主総会
普通株式 390 利益剰余金 30 平成19年９月30日 平成19年12月21日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 15,754百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金
△10

現金及び現金同等物中間

期末残高
15,744百万円

現金及び預金勘定     11,140百万円

有価証券勘定に含まれる

譲渡性預金
 4,000

預入期間が３か月を超え

る定期預金
△10

現金及び現金同等物中間

期末残高
   15,130百万円

現金及び預金勘定 27,730百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金
△10

現金及び現金同等物期末

残高
27,720百万円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１　借手側 １　借手側 １　借手側

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当

額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当

額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

中間期
末残高
相当額

(百万円)

建物及び構築
物

16,730 7,287 9,443

有形固定資産
「その他」

2,815 1,446 1,368

無形固定資産
「その他」

220 92 127

合計 19,765 8,826 10,939

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

中間期
末残高
相当額

(百万円)

建物及び構築
物

17,564 8,391 9,172

有形固定資産
「その他」

2,268 1,218 1,050

無形固定資産
「その他」

214 99 115

合計 20,046 9,709 10,337

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

建物及び構築
物

17,564 7,824 9,739

有形固定資産
「その他」

2,608 1,381 1,226

無形固定資産
「その他」

228 93 134

合計 20,400 9,300 11,100

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,456百万円

１年超 10,333

計 11,790百万円

１年内      1,464百万円

１年超 9,757

計 11,221百万円

１年内 1,516百万円

１年超 10,452

計 11,968百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

支払リース料 915百万円

減価償却費相当額 763

支払利息相当額 165

支払リース料  915百万円

減価償却費相当額 767

支払利息相当額 148

支払リース料 1,820百万円

減価償却費相当額 1,532

支払利息相当額 322

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左

２　貸手側 　 　

未経過リース料中間期末残高相当額 　

──────

　

──────

１年内 0百万円

１年超 －

計 0百万円

  

（注）上記は転貸リース取引に係る貸手側

の未経過リース料中間期末残高相当

額であります。

なお、当該転貸リース取引は、おおむ

ね同一の条件で第三者にリースして

いますので、ほぼ同額の残高が上記

の借手側の未経過リース料中間期末

残高相当額に含まれております。

　 　

オペレーティング・リース取引

１　借手側

未経過リース料

オペレーティング・リース取引

１　借手側

未経過リース料

オペレーティング・リース取引

１　借手側

未経過リース料

１年内 751百万円

１年超 4,907

計 5,658百万円

１年内 654百万円

１年超 5,001

計   5,655百万円

１年内 728百万円

１年超 5,395

計   6,124百万円
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前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

２　貸手側

　

──────

２　貸手側

未経過リース料

１年内 219百万円

１年超 586

計   806百万円

２　貸手側

　

──────
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（有価証券関係）

１　時価のある有価証券

区分

前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日現在）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日現在）

前連結会計年度末
（平成19年９月30日現在）

取得原価
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

その他有価証券          

(1）株式 8,778 16,244 7,465 10,990 14,508 3,517 9,922 15,626 5,704

(2）債券          

社債 3 4 0 3 4 0 3 4 0

合計 8,782 16,248 7,466 10,994 14,512 3,518 9,926 15,630 5,704

 （注）上記の「取得原価」は、減損処理（前中間連結会計期間－百万円、当中間連結会計期間－百万円、前連結会計

 年度24百万円）を行った後の金額であります。

２　時価評価されていない有価証券

区分

前中間連結会計期間末
(平成19年３月31日現在)

当中間連結会計期間末
(平成20年３月31日現在)

前連結会計年度末
(平成19年９月30日現在)

中間連結貸借対照表計
上額（百万円）

中間連結貸借対照表計
上額（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

その他有価証券    

(1）非上場株式 2,499 1,137 2,147

(2）譲渡性預金 － 4,000 －

(3）その他 1 0 1

合計 2,500 5,138 2,148

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当社および連結子会社はデリバティ

ブ取引をまったく利用しておりませ

んので、該当事項はありません。

同左 同左
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（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額および科目名

販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　7百万円　

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分および人数 当社の取締役４名および執行役員10名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注） 普通株式　5,800株

付与日 平成18年12月22日

権利確定条件

(1)平成19年11月30日までに当社の取締役および執行役

員のいずれの地位をも喪失した時（死亡した場合を

含む）は割当個数に割当日を含む月から役員等退任

日を含む月までの在任月数を乗じた数を12で除した

数の新株予約権（１個未満切り上げ）を継続保有

し、残りを役員等退任日に放棄する。　　　

(2)その他の条件については、株主総会決議および取締役

会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当を受け

る者との間で締結した新株予約権割当契約書の定め

るところによる。

対象勤務期間  平成18年12月22日から平成19年12月22日まで

権利行使期間  平成19年12月23日から平成20年12月31日まで

権利行使価格（円）  １

付与日における公正な評価単価（円）  3,807

（注）株式数に換算して記載しております。

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額および科目名

販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　11百万円　

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　 平成19年ストック・オプション 

付与対象者の区分および人数 当社の取締役４名および執行役員14名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注） 普通株式　7,900株 

付与日 平成19年12月21日 

権利確定条件

(1)平成20年11月30日までに当社の取締役および執行役

員のいずれの地位をも喪失した時（死亡した場合を

含む）は割当個数に割当日を含む月から役員等退任

日を含む月までの在任月数を乗じた数を12で除した

数の新株予約権（１個未満切り上げ）を継続保有

し、残りを役員等退任日に放棄する。　　　 

(2)その他の条件については、株主総会決議および取締役

会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当を受け

る者との間で締結した新株予約権割当契約書の定め

るところによる。 

対象勤務期間 平成19年12月21日から平成20年12月21日まで 

権利行使期間 平成20年12月22日から平成21年12月31日まで 

権利行使価格（円）  １ 
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　 平成19年ストック・オプション 

付与日における公正な評価単価（円）  3,063 

（注）株式数に換算して記載しております。

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額および科目名

販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　18百万円　

２．当連結会計年度に付与したストック・オプションの内容

　 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分および人数 当社の取締役４名および執行役員10名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注） 普通株式　5,800株

付与日 平成18年12月22日

権利確定条件

(1)平成19年11月30日までに当社の取締役および執行役

員のいずれの地位をも喪失した時（死亡した場合を

含む）は割当個数に割当日を含む月から役員等退任

日を含む月までの在任月数を乗じた数を12で除した

数の新株予約権（１個未満切り上げ）を継続保有

し、残りを役員等退任日に放棄する。　　　

(2)その他の条件については、株主総会決議および取締役

会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当を受け

る者との間で締結した新株予約権割当契約書の定め

るところによる。

対象勤務期間  平成18年12月22日から平成19年12月22日まで

権利行使期間  平成19年12月23日から平成20年12月31日まで

権利行使価格（円）  １

付与日における公正な評価単価（円）  3,807

（注）株式数に換算して記載しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

当社および連結子会社は全セグメントの売上高の合計額および営業利益の合計額に占める食料品卸売事業の

割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

当社および連結子会社は全セグメントの売上高の合計額および営業利益の合計額に占める食料品卸売事業の

割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

当社および連結子会社は全セグメントの売上高の合計額、営業利益の合計額および全セグメントの資産の金額

の合計額に占める食料品卸売事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

当社および連結子会社は在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

当社および連結子会社は在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

当社および連結子会社は在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

当社および連結子会社は海外売上高がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

当社および連結子会社は海外売上高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

当社および連結子会社は海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額 4,132円16銭

１株当たり中間純利益

金額
110円32銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額
110円29銭

１株当たり純資産額  4,101円59銭

１株当たり中間純利益

金額
122円28銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額
122円21銭

１株当たり純資産額 4,118円62銭

１株当たり当期純利益

金額
189円67銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
189円61銭

　（注）　「１株当たり中間（当期）純利益金額」および「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」の算定

上の基礎は次のとおりであります。

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり中間（当期）純

利益金額
110円32銭    122円28銭 189円67銭

中間（当期）純利益 1,437百万円      1,591百万円 2,471百万円

普通株主に帰属しない金額 － － －

普通株式に係る中間（当

期）純利益
1,437百万円      1,591百万円 2,471百万円

期中平均株式数 13,031千株       13,016千株 13,029千株

　 　 　 　

潜在株式調整後1株当たり中

間（当期）純利益金額
110円29銭    122円21銭 189円61銭

中間（当期）純利益調整額 －  － － 

普通株式増加数 3千株  7千株 4千株

（うち新株予約権） （3千株） （7千株） （4千株）

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益の算定

に含めなかった潜在株式の

概要

 

 

──────

 

 

──────

 

 

──────

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１　現金及び預金 　 14,536   10,125   26,140   

２　受取手形 ※3 4,362   3,282   5,618   

３　売掛金 ※3 64,366   59,822   71,513   

４  たな卸資産 　 10,823   11,344   10,057   

５　未収入金 　 14,809   14,533   17,888   

６　その他 　 2,037   7,323   2,465   

７　貸倒引当金 　 △240   △385   △279   

流動資産合計 　  110,695 68.4  106,046 67.6  133,405 71.6

Ⅱ　固定資産 　          

１　有形固定資産 ※１          

(1）建物 　 6,743   6,744   6,972   

(2）土地 　 10,856   11,943   11,963   

(3）その他 　 3,187   3,564   3,504   

有形固定資産合計 　 20,788  12.9 22,252  14.2 22,440  12.0

２　無形固定資産 　 607  0.4 683  0.4 690  0.4

３　投資その他の資産 　          

(1）投資有価証券 　 21,083   18,683   20,802   

(2）差入保証金 　 7,801   7,950   7,920   

(3）その他 　 1,393   1,769   1,598   

(4）貸倒引当金 　 △632   △519   △590   

投資その他の資産
合計

　 29,646  18.3 27,884  17.8 29,730  16.0

固定資産合計 　  51,042 31.6  50,820 32.4  52,861 28.4

資産合計 　  161,737 100.0  156,867 100.0  186,267 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１　支払手形 ※3 92   74   78   

２　買掛金 ※3 95,862   92,684   120,198   

３　未払法人税等 　 1,016   1,289   738   

４　賞与引当金 　 724   722   926   

５　役員賞与引当金 　 24   23   42   

６　その他 　 7,581   7,357   8,244   

流動負債合計 　  105,300 65.1  102,151 65.1  130,227 69.9

Ⅱ　固定負債 　          

１　長期未払金 　 163   163   163   

２　その他 　 2,641   1,172   2,037   

固定負債合計 　  2,805 1.7  1,335 0.9  2,201 1.2

負債合計 　  108,106 66.8  103,487 66.0  132,429 71.1

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１　資本金 　  4,923 3.0  4,923 3.1  4,923 2.6

２　資本剰余金 　          

(1) 資本準備金 　 7,161   7,161   7,161   

(2）その他資本剰余金 　 ―   0   ―   

資本剰余金合計 　  7,161 4.4  7,161 4.6  7,161 3.9

３　利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 1,230   1,230   1,230   

(2）その他利益剰余金 　          

固定資産圧縮積
立金

　 204   194   199   

別途積立金 　 33,200   35,700   33,200   

繰越利益剰余金 　 2,478   2,675   3,747   

利益剰余金合計 　  37,114 23.0  39,800 25.4  38,378 20.6

４　自己株式 　  △5 △0.0  △603 △0.4  △26 △0.0

株主資本合計 　  49,194 30.4  51,282 32.7  50,436 27.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

  　その他有価証券評価
差額金

　  4,429 2.8  2,089 1.3  3,382 1.8

評価・換算差額等合
計

　  4,429 2.8  2,089 1.3  3,382 1.8

Ⅲ　新株予約権 　  7 0.0  8 0.0  18 0.0

純資産合計 　  53,631 33.2  53,379 34.0  53,838 28.9

負債純資産合計 　  161,737 100.0  156,867 100.0  186,267 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  273,464 100.0  281,180 100.0  567,877 100.0

Ⅱ　売上原価 　  246,178 90.0  252,859 89.9  512,305 90.2

売上総利益 　  27,286 10.0  28,321 10.1  55,571 9.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  24,752 9.1  25,732 9.2  50,659 8.9

営業利益 　  2,533 0.9  2,588 0.9  4,911 0.9

Ⅳ　営業外収益 　          

１　受取利息 　 54   79   129   

２　受取配当金 　 132   149   307   

３　受取手数料 　 44   40   83   

４　不動産賃貸収入 　 147   204   295   

５　その他 　 84 463 0.2 71 545 0.2 137 953 0.1

Ⅴ　営業外費用 　          

１　支払利息 　 1   1   2   

２　不動産賃貸費用 　 80   201   165   

３　その他 　 6 87 0.0 5 208 0.1 10 179 0.0

経常利益 　  2,909 1.1  2,925 1.0  5,685 1.0

Ⅵ　特別利益 　          

１　固定資産売却益 ※２ －   52   1   

２　貸倒引当金戻入益 　 112   20   74   

３　投資有価証券売却益 　 333   130   236   

４　関係会社株式売却
益

　 － 445 0.2 － 204 0.1 254 566 0.1

Ⅶ　特別損失 　          

１　固定資産除却損 ※３ 58   5   103   

２　関係会社株式評価損 　 74   －   74   

３　賃借契約解約損 　 －   1   －   

４　貸倒引当金繰入額 　 322   －   322   

５　その他特別損失 　 － 455 0.2 － 7 0.0 27 527 0.1

税引前中間（当
期）純利益

　  2,899 1.1  3,122 1.1  5,725 1.0

法人税、住民税及び
事業税

　 984   1,265   2,098   

法人税等調整額 　 247 1,232 0.5 43 1,309 0.5 330 2,429 0.4

中間（当期）純利
益

　  1,667 0.6  1,813 0.6  3,295 0.6

　 　          

EDINET提出書類

伊藤忠食品株式会社(E02931)

半期報告書

44/60



③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本　
合計資本準備

金
利益準備
金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

固定資産
圧縮積立
金

 別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年９月30日　残高
（百万円）

4,923 7,161 1,230 210 29,900 4,496 35,838 △4 47,918

中間会計期間中の変動額          

別途積立金の積立 － － － － 3,300 △3,300 － － －

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ － － △5 － 5 － － －

剰余金の配当 － － － － － △390 △390 － △390

中間純利益 － － － － － 1,667 1,667 － 1,667

自己株式の取得 － － － － － － － △0 △0

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）

－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － － △5 3,300 △2,018 1,276 △0 1,276

平成19年３月31日　残高
（百万円）

4,923 7,161 1,230 204 33,200 2,478 37,114 △5 49,194

　

評価・換算差額
等

新株予約権 純資産合計 
その他有価証
券
評価差額金

平成18年９月30日　残高
（百万円）

4,737 － 52,655

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立 － － －

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ － －

剰余金の配当 － － △390

中間純利益 － － 1,667

自己株式の取得 － － △0

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）

△308 7 △300

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

△308 7 975

平成19年３月31日　残高
（百万円）

4,429 7 53,631

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
　合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

 　　その他利益剰余金

利益剰余
金合計

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成19年９月30日　残高
（百万円）

4,923 7,161 － 7,161 1,230 199 33,200 3,747 38,378 △26 50,436

中間会計期間中の変動額            

別途積立金の積立 － － － － － － 2,500 △2,500 － － －
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
　合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

 　　その他利益剰余金

利益剰余
金合計

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ － － － － △5 － 5 － － －

剰余金の配当 － － － － － － － △390 △390 － △390

中間純利益 － － － － － － － 1,813 1,813 － 1,813

自己株式の取得 － － － － － － － － － △599 △599

自己株式の処分 － － 0 0 － － － － － 21 22

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額）

－ － － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合
計
（百万円）

－ － 0 0 － △5 2,500 △1,072 1,422 △577 845

平成20年３月31日　残高
（百万円）

4,923 7,161 0 7,161 1,230 194 35,700 2,675 39,800 △603 51,282

　

評価・換算差額
等

新株予約権 純資産合計 
その他有価証
券
評価差額金

平成19年９月30日　残高
（百万円）

3,382 18 53,838

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立 － － －

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ － －

剰余金の配当 － － △390

中間純利益 － － 1,813

自己株式の取得 － － △599

自己株式の処分 － － 22

株主資本以外の項目の中
間　会計期間中の変動額
（純額）

△1,293 △10 △1,303

中間会計期間中の変動額合
計
（百万円）

△1,293 △10 △458

平成20年３月31日　残高
（百万円）

2,089 8 53,379

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

 その他利益剰余金

利益剰余金
合計 固定資産

圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年９月30日残高
（百万円）

4,923 7,161 1,230 210 29,900 4,496 35,838 △4 47,918

事業年度中の変動額          

別途積立金の積立 － － － － 3,300 △3,300 － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － △10 － 10 － － －

剰余金の配当 － － － － － △755 △755 － △755
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

 その他利益剰余金

利益剰余金
合計 固定資産

圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期純利益 － － － － － 3,295 3,295 － 3,295

自己株式の取得 － － － － － － － △21 △21

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（百万円)

－ － － △10 3,300 △749 2,539 △21 2,518

平成19年９月30日残高
（百万円）

4,923 7,161 1,230 199 33,200 3,747 38,378 △26 50,436

　

評価・換算差額
等

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金

平成18年９月30日残高
（百万円）

4,737 － 52,655

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立 － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － － －

剰余金の配当 － － △755

当期純利益 － － 3,295

自己株式の取得 － － △21

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,354 18 △1,335

事業年度中の変動額合計
（百万円)

△1,354 18 1,182

平成19年９月30日残高
（百万円）

3,382 18 53,838

EDINET提出書類

伊藤忠食品株式会社(E02931)

半期報告書

47/60



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１　資産の評価基準および評

価方法

(1）有価証券

子会社株式および関連会社株

式

移動平均法による原価法に

よっております。

(1）有価証券

子会社株式および関連会社株

式

同左

(1）有価証券

子会社株式および関連会社株

式

同左

　 その他有価証券

ａ　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

もとづく時価法によってお

ります。（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定しております。）

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

同左

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

期末日の市場価格等にもと

づく時価法によっておりま

す。（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しております。）

　 ｂ　時価のないもの

移動平均法による原価法に

よっております。

ｂ　時価のないもの

同左

ｂ　時価のないもの

同左

　 (2）たな卸資産

商品

総平均法による原価法によっ

ております。

(2）たな卸資産

商品

同左

(2）たな卸資産

商品

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　31年～50年

その他　　　　４年～20年

(1）有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　31～38年

その他　　　　　４～20年

 （追加情報）

当中間会計期間から、法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却

が終了した翌事業年度から５

年間で均等償却する方法に

よっております。

この変更に伴い、従来の方法に

よった場合と比較して、営業利

益、経常利益、および税引前中

間純利益は６百万円減少して

おります。

(1）有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　31～38年

その他　　　　　４～20年

　 (2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用

可能期間（５年）にもとづく

定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

　 (3）長期前払費用（投資その他の

資産「その他」）

定額法によっております。

(3）長期前払費用（投資その他の

資産「その他」）

同左

(3）長期前払費用（投資その他の

資産「その他」）

同左

３　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

売上債権等の貸倒による損失

の計上に備えて、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

　 (2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えて、

支給見込額のうち当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えて、

支給見込額のうち当事業年度

負担額を計上しております。

　 (3）役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えて、支

給見込額のうち当中間会計期

間負担額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

同左

(3）役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えて、支

給見込額のうち当事業年度負

担額を計上しております。

　 (4）退職給付引当金

（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見

込額にもとづき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。

また、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より発生の翌事業年度から処

理しております。

なお、当中間会計期間末におい

て、年金資産が退職給付債務

（未認識数理計算上の差異を

除く）を上回ったため、この差

額を前払年金費用として投資

その他の資産「その他」に含

めて表示しており、退職給付引

当金の残高はありません。

(4）退職給付引当金

（前払年金費用）

同左

(4）退職給付引当金

（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見

込額にもとづき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を計上しております。

また、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より発生の翌事業年度から処

理しております。

なお、当事業年度末において、

年金資産が退職給付債務（未

認識数理計算上の差異を除

く）を上回ったため、この差額

を前払年金費用として投資そ

の他の資産「その他」に含め

て表示しており、退職給付引当

金の残高はありません。

４　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

５　その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左

消費税等の会計処理方法

同左
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中間財務諸表の作成のための重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

当中間会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。

従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は52,624百万円であります。

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間末における中間財

務諸表の「純資産の部」については、

改正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。 

　

──────

（減価償却方法の変更）

当事業年度から、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得の固定

資産については、改正法人税法に規定

する定額法により減価償却費を計上し

ております。

なお、この変更に伴う営業利益、経常利

益および税引前当期純利益に与える影

響は軽微であります。

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前中間会計期間において固定負債「その他」に含めて表示

していた「長期未払金」を当中間会計期間において区分掲

記しております。

なお、前中間会計期間の「長期未払金」の金額は201百万円

であります。

　

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度末
（平成19年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

7,233百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

   7,884百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

     7,621百万円

　２　偶発債務

下記の会社の仕入債務・賃借料等につ

いて保証を行っております。

　２　偶発債務

下記の会社の仕入債務等について保証

を行っております。

　２　偶発債務

　下記の会社の仕入債務について保証を

行っております。

九州伊藤忠食品㈱ 137百万円

㈱宝来商店 122

北陸中央食品㈱  77

㈱アイ・エム・シー  0

計 337百万円

九州伊藤忠食品㈱    100百万円

㈱宝来商店  115

㈱グレースコーポ

レーション
 0

計    215百万円

九州伊藤忠食品㈱ 100百万円

北陸中央食品㈱ 99

㈱宝来商店 70

㈱グレースコーポ

レーション
0

計 270百万円

※３　中間会計期間末日が決済日となる売上

債権および仕入債務の会計処理につい

ては、実際決済日をもって決済処理を

しております。当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、売上債

権および仕入債務には決済予定が当中

間会計期間末日で実際の決済が４月に

繰り越されたものが次のとおり含まれ

ております。

 

 

──────

　

※３　事業年度末日が決済日となる売上債権

および仕入債務の会計処理について

は、実際決済日をもって決済処理をし

ております。当事業年度末日が金融機

関の休日であったため、売上債権およ

び仕入債務には決済予定が当事業年度

末日で実際の決済が翌事業年度に繰り

越されたものが次のとおり含まれてお

ります。

（売上債権）  

受取手形 890百万円

売掛金 6,109

計 6,999百万円

（仕入債務）  

支払手形 24百万円

買掛金 12,494

計 12,519百万円

　

　  

　 　

　  

　 　

　  

　 　

　  

　 　

　

（売上債権）  

受取手形 1,310百万円

売掛金 8,626

計 9,936百万円

（仕入債務）  

支払手形 11百万円

買掛金 18,095

計 18,107百万円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１　減価償却実施額 １　減価償却実施額 １　減価償却実施額

有形固定資産 409百万円

無形固定資産 71百万円

有形固定資産    457百万円

無形固定資産   100百万円

有形固定資産    841百万円

無形固定資産    166百万円

　

──────

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

 土地 79百万円

建物 △22

売却関連費用 △4

計 52百万円

建物と土地が一体となった固定資産を売

却した際、土地部分については売却益、建

物部分については売却損が発生している

ため、売却損益を通算して固定資産売却

益を計上しております。

有形固定資産

「その他」
1百万円

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

建物 0百万円

有形固定資産

「その他」
55

解体撤去費用 3

計 58百万円

建物 2百万円

有形固定資産

「その他」
2

解体撤去費用 1

計 5百万円

建物 13百万円

有形固定資産

「その他」
60

解体撤去費用 29

計 103百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 1,084 106 － 1,190

合計 1,084 106 － 1,190

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加106株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 6,990 200,005 5,800 201,195

合計 6,990 200,005 5,800 201,195

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加200,005株は、単元未満株式の買取りによるもの５株と取締役会決議によ

る取得200,000株であります。

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少5,800株は、ストック・オプションの行使に伴う自己株式の処分によるも

のであります。

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 1,084 5,906 － 6,990

合計 1,084 5,906 － 6,990

（注）自己株式の増加5,906株は、単元未満株式の買取りによるもの106株と取締役会決議による取得5,800株であ

ります。　　　
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１　借手側 １　借手側 １　借手側

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当

額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当

額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

中間期
末残高
相当額

(百万円)

建物 16,212 6,957 9,255

有形固定資産
「その他」

2,780 1,432 1,347

無形固定資産 214 88 126

合計 19,207 8,477 10,729

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

中間期
末残高
相当額

(百万円)

建物 17,046 8,036 9,010

有形固定資産
「その他」

2,247 1,208 1,038

無形固定資産 211 97 114

合計 19,506 9,342 10,163

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

建物 17,046 7,482 9,564

有形固定資産
「その他」

2,578 1,365 1,212

無形固定資産 225 92 133

合計 19,851 8,940 10,910

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,420百万円

１年超 10,091

計 11,512百万円

１年内 1,428百万円

１年超 9,554

計     10,982百万円

１年内 1,480百万円

１年超 10,230

計 11,711百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

支払リース料 890百万円

減価償却費相当額 746

支払利息相当額 157

支払リース料 891百万円

減価償却費相当額 751

支払利息相当額 142

支払リース料 1,769百万円

減価償却費相当額 1,497

支払利息相当額 307

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左

２　貸手側 　 　

未経過リース料中間期末残高相当額 ────── ──────

１年内 0百万円

１年超 ―

計 0百万円

  

（注）上記は転貸リース取引に係る貸手側

の未経過リース料中間期末残高相当

額であります。

なお、当該転貸リース取引は、おおむ

ね同一の条件で第三者にリースして

いますので、ほぼ同額の残高が上記

の借手側の未経過リース料中間期末

残高相当額に含まれております。
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前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

オペレーティング・リース取引

１　借手側

未経過リース料

オペレーティング・リース取引

１　借手側

未経過リース料

オペレーティング・リース取引

１　借手側

未経過リース料

１年内 751百万円

１年超 4,907

計 5,658百万円

１年内 654百万円

１年超 5,001

計 5,655百万円

１年内 728百万円

１年超 5,395

計 6,124百万円

２　貸手側

　

──────

２　貸手側

未経過リース料

１年内 217百万円

１年超 572

計   790百万円

２　貸手側

　

──────

（有価証券関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

子会社株式および関連会社株式で時

価のあるものはありません。

同左 同左

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　平成20年５月12日に開催した取締役会において、当事業年度の中間配当につき次のとおり決議をいたしました。

①　中間配当総額　　　　　　　　　　　　　　　　 384百万円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　  30円

③　支払請求権の効力発生日および支払開始日　　平成20年６月９日
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、以下の書類を提出しております。

　
（1）有価証券報告書

およびその添付書類

事業年度

（第89期）

自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日

平成19年12月20日

近畿財務局長に提出

　
（2）有価証券報告書の

訂正報告書

　

（第89期）

自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日

平成20年１月16日

近畿財務局長に提出

　

（3）臨時報告書

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

平成20年４月４日

近畿財務局長に提出

平成20年４月10日

近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）にもとづき、提

出したものであります。

　

　

（4）自己株券買付状況報告書

　

　

　

　

　

　　　報告期間

自　平成20年３月１日　

至　平成20年３月31日

　

平成20年４月11日

近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年６月11日

伊藤忠食品株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　紀昭　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 美馬　和実　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている伊藤忠食

品株式会社の平成18年10月１日から平成19年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年10月１日から

平成19年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、伊藤忠食品株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成20年６月６日

伊藤忠食品株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　紀昭　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 美馬　和実　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る伊藤忠食品株式会社の平成19年10月１日から平成20年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年10

月１日から平成20年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、伊藤忠食品株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年６月11日

伊藤忠食品株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　紀昭　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 美馬　和実　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている伊藤忠食

品株式会社の平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第89期事業年度の中間会計期間（平成18年10月１日から平

成19年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、伊藤忠食品株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年10月１日

から平成19年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成20年６月６日

伊藤忠食品株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　紀昭　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 美馬　和実　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る伊藤忠食品株式会社の平成19年10月１日から平成20年９月30日までの第90期事業年度の中間会計期間（平成19年10月

１日から平成20年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、伊藤忠食品株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年10月１日

から平成20年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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